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  平素より各種の雇用・労働対策に格段の御配意を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。 

平成 28年熊本地震の発災から一か月が経過し、ライフラインの復旧が進む

一方で、経済上の理由により事業活動が縮小され、雇用への影響が生じること

が懸念される状況にあります。 

厚生労働省においては、休業手当を支払い、雇用を維持しようとする事業主

の支援措置である「雇用調整助成金」の特例措置（助成率の引上げ等）を行っ

たところですが、本特例措置を活用しつつ従業員の雇用維持に努めていただく

ことが重要と考えております。このため、今般、九州各県の金融機関に対し、

地域企業の雇用維持に向けた取組に御協力頂きたく要請を行うこととしまし

た。つきましては、（貴行・貴金庫・貴組合）におかれましても、下記の取組

につきまして、御協力下さいますようよろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 雇用調整助成金のリーフレットの配布による周知 

  窓口に来られた事業主に対する、雇用調整助成金に関するリーフレット（別

添）を配付すること。なお、同リーフレットについては、厚生労働省のホー

ムページ（以下のリンク先）でも公表しています。 

http://cms-5g.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10600000-Daijinkanbouk

ouseikagakuka/3.pdf 

 

http://cms-5g.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10600000-Daijinkanboukouseikagakuka/3.pdf
http://cms-5g.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10600000-Daijinkanboukouseikagakuka/3.pdf


２ 雇用調整を検討している事業主への対応 

雇用調整を検討している事業主に対し、事前に最寄りの労働局、ハローワ

ークまで相談するよう窓口等でご助言いただくこと。 

 



（事業主の方へ）

厚生労働省・ハローワーク
ＬＬ280516雇企01

平成28年熊本地震の影響に伴う「経済上の理由」により休業等を余儀なくされた事業所
の事業主
（平成28年熊本地震の影響による休業等であれば熊本県以外の事業所でも利用可能）
※ 地震に伴う「経済上の理由」とは、例えば

・ 取引先の地震被害のため、原材料や商品等の取引ができない場合

・ 交通手段の途絶により、来客がない、従業員が出勤できない、物品の配送ができない場合

・ 電気・水道・ガス等の供給停止や通信の途絶により、営業ができない場合

・ 風評被害により、観光客が減少した場合

・ 事業所、設備等が損壊し、修理業者の手配や修理部品の調達が困難なため、

早期の修復が不可能であることによる事業活動の阻害

【特例の対象となる事業主】

【特例の内容】
本特例は、休業等の初日が平成28年4月14日から平成28年10月13日までの間にある、

上記特例の対象となる事業主に対して適用する

① 生産指標の確認期間を３か月から１か月へ短縮

② 休業を実施した場合の助成率を引上げ（九州各県内の事業所に限る）

【中小企業：2/3から4/5へ】【大企業：1/2から2/3へ】

③ 新規学卒採用者など、雇用保険被保険者として継続して雇用された期間が

６か月未満の労働者も助成対象とする

④ 過去に雇用調整助成金を受給したことがある事業主であっても、

ア 前回の支給対象期間が満了した日から1年を経過していなくても受給可とする

イ 受給可能日数の計算において、過去の受給日数にかかわらず、今回の特例の

対象となった休業等について新たに起算する

⑤ 最近３か月の雇用量が対前年比で増加していても受給できることとする

⑥ 平成28年7月20日までに初回の計画届を提出した場合、事前に計画届が提出され

たものとみなし、平成28年4月14日以降に開始された休業等について遡及適用する

平成28年熊本地震の発生に伴う

「雇用調整助成金」の特例を実施します！

雇用調整助成金とは、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、
一時的に休業等（休業及び教育訓練）又は出向を行い労働者の雇用の維持を図った場合
に、休業手当、賃金などの一部を助成するもの。


